

























































































































































































































































































































































































































１３）Private Finance InitiativeおよびPublic Private Partnershipの略号。
現代社会論の新動向 １５
するものである。官産連携は従来はありうべき関係性ではなく，癒着と非難
されるものであることが多かった。いわゆる規制当局と事業者のもたれあい
である。たとえば２０１１年春に引き起こされた東北大震災に起因する福島の原
発事故は，そのような官産癒着に遠因すると批判されている。それこそ官産
民私の連携と相互浸透がうまく作動しなかった典型例である。問題は官産癒
着だけではない。民の領域をになった原発反対運動の非科学的迷妄は産の対
応の水準を引き下げてしまい，本来の運動の持ち味である対抗的相補性を発
揮できるまでには至らならなかった。あるいはまた，民間軍事会社や刑務所
民営化のように，暴力の国家独占という近代の原理に反する民活・民営化の
動きがある。これをどう見るか。たしかに民活・民営化のトレンド軍事や法
執行の民営化は含まれる。これはありうべき趨勢なのか，それとも踏み外し
なのか。これについては現時点ではいまだ試行段階にあるといわざるをえな
い。ともあれ官は効率化を迫られ，産は効率的に公共事業を担う義務を課せ
られる。そのような相互浸透において，行政が独占していた公共性の視点を
自らに引き受け活動を推進する企業が輩出されることが期待される。
またPPPは官産連携のみならず官民連携をも意味する。従来はたとえば公
益法人問題に見られるように１４），見せかけの公益を唱える公益法人と，それら
の主務官庁との連携，すなわち税金による赤字補填，天下り，高額な報酬な
いし給与といった負の側面に彩られていた。しかし，公益の中身を洗い直し，
人事システムと報酬・給与システムを再構築し，採算性を高めるならば高度
近代にふさわしい官民連携システムが構築されよう。公益法人の革新が喫緊
の課題である。官と断絶する必要はない。適正な給与と人事で公益法人の実
をあげ，産との相互浸透によって効率化を図り，公益すなわち公共の利益を
増進する道を探らねばならないだろう。こうした官は新たな公共性を探究す
ることになり，民もまた一層の公共利益の実現に貢献する可能性を与えられ
１４）公益法人改革については雨森，前掲書，２１９-２８頁。
１６ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
る。たとえば社会的起業をめざす若者を支援するNPO法人のような活動にお
ける官民連携においては１５），行政が審査認定した非営利組織が受け入れ機関と
なり，学生や失業中の若者が社会貢献活動を実践し，一定額の報酬が行政か
ら支給されるという方式なども可能であろう。そうなると学業との両立可能
な活動計画も可能であり，失業中の若者の就職対策としての効果も期待され
るのである。
民の領域は１９７０年代以前は労働組合によって主導されていた。そして労働
組合が組織したナショナルセンターは一定の影響力を確保しており，とくに
国営ないし公営企業の労働組合は官に対しても強大な影響力を行使しえてい
たのだった。しかし，１９７０年代以降，労働組合の組織率は急速に低下し，民
活・民営化のトレンドの中で労働組合も自らの活動に公共性のベールをかぶ
せることが困難になり，さらには自らが公共性を阻害する要因になっていた
ことを自覚しなければならなくなるまで追い詰められるに至ったのであった。
このような民の領域の主導権は非営利団体に移行しつつあるが，それにはNPO
だけではなく住民組織もかかわることを忘れてはならない。住民組織もまた，
労働組合と並んで従来から民の領域の重要な活動主体であったが，高度近代
においては単なる行政の下請け組織にとどまっていることはできない。新た
な地域社会の形成，コミュニティとしての地域社会の生成において官民連携
の新たな方式が模索されているのである１６）。
以上，官産と官民の連携と相互浸透を概観したので，次に産の領域と民の
領域の連携と相互浸透を見ることにしよう。ここには現在，実に多様な可能
性を見出すことができるのである。まず企業によるNPO支援，両者の連携に
１５）社会的起業について生き生きと語られているものとして駒崎弘樹『「社会を変える」
を仕事にする―社会起業家という生き方』英治出版，２００７年。
１６）労働組合や地域住民組織が旧来のありかたに拘束されず，新しい活動の可能性を開
くことこそが期待されるし，そうでなければ新しい市民社会では無用の長物となろ
う。
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よる社会活動の展開をあげることができる。企業が資金を提供し，民間の非
営利団体が活動を展開する。しかし，それにとどまらない産民の相互浸透と
して，企業が市民社会の担い手にふさわしい社会的責任を自覚した企業市民
となり１７），たんにおざなり，お飾りの企業の社会貢献活動を遂行するにとどま
らず，企業の保有する人材や資金や組織やネットワークを動員して企業自体
が非営利活動を本格的に展開するという画期的な段階が，２０１１年春の東日本
大震災を契機に訪れたようである。企業のパワーが，企業市民化によって，
素人的民間活動を遥かに凌駕する力を発揮するのである。初期のフィランソ
ロピーやメセナは景気に左右されるものであったが，それを超えた企業市民
活動となる可能性が見えてきた。今回の震災における有力企業の画期的な取
り組み，対応，新システムの立ち上げの兆しにそれが見えるのである。
産民の相互浸透としてさらに挙げるべきは，社会的企業の発展である１８）。そ
れは産すなわちビジネスの手法で社会貢献を可能にすることをめざす。利潤
の極大化，出資者への配当の最大化をめざす企業活動ではなく，再生産活動
に必要な利潤を確保するだけで，ミニマムな報酬ないし給与で持続する企業
活動から成る新たな資本主義システムの形成である。ソーシャルビジネスや
ソーシャルプロモーションとも称されるこの分野での諸活動は，前述のユヌ
スのグラミン銀行をはじめとして，世界各地で取り組みが増殖しており，日
本もまた例外ではない。社会貢献のビジネスモデルの確立によって，寄付に
大きく依存する限界は突破されるであろう。
最後に私の領域が残った。すべての領域を構成するのは人々であり人々の
諸集団である。人々は私人でもある。官産民に参加していない私人，諸個人
は多い。その中から優れた市民が官僚に，政治家に，議員になることを促進
１７）企業の社会的責任（CSR）や企業市民については，長坂寿久『NGO・NPOと「企
業協働力」―CSR経営論の本質』明石書店，２０１１年。
１８）社会的企業については，塚本一郎・山岸秀雄編著『ソーシャル・エンタープライズ
―社会貢献をビジネスにする』丸善，２００８年。
１８ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
する社会システムや，同様に企業人に，さらには民間団体の活動家に人材を
調達する社会システムは，これまでの学歴社会システムにはとどまらない新
たな社会システムとならなければならない。学歴社会が高学歴獲得による高
い地位と収入を目指す社会システムであったとすれば，企業が最大利潤，利
潤の極大化から身を引き離し，適正利潤による社会貢献を目指すようになり，
私すなわち諸個人，市民たちもたんに豊かさを市場目的とするのではなく，
市民として充実した生き方を最優先するようになりつつあるとすれば，これ
こそ新しい資本主義の本質的特性と言うべきであろう。あるいはまた，民の
領域で活躍できる人材を育成することを主目的とするNPOが登場する可能性
もあるだろう。
私の領域で諸個人が活動することによって他の領域との連携がはかられる
のは人材の提供というだけにとどまらない。官ないし政の領域には支持や不
支持というかたちで影響力を行使するし，産の領域には消費者として購買や
不買というかたちで多大な影響力を発揮しる。企業市民としてそのあり方を
一新した企業の製品を意識的に購入したり，その株式に投資したりすること
も可能である。その企業が売り上げの一部を社会貢献に活用しているとすれ
ば，その製品の意識的購入はまさに産と私の連携による公共性の創造とさえ
言うことができよう。まさにエシカル消費であり，倫理的な価値観に基づく
消費行動によって産民連携が可能になるというわけである１９）。企業市民として
自らの存在を高める企業に投資したいという市民の増加は，そのような社会
的貢献投資を一層促進することになるだろう。
さらに私の領域がもつ資金の活用システムは民と私の連携を促進すること
になろう。寄付やボランティアという私と民の連携は，民の領域の一層の充
１９）新しい消費の形態については，たとえば間々田孝夫「第三の消費文化と現代資本主
義」（第６２回関西社会学会大会第１シンポジウム「社会学が捉える現代資本主義」
第３報告）も「第三の消費文化」として提唱している。
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実，多様な展開によってますますその動員可能性を高めつつある２０）。寄付の意
思はあるのに，どこにどのように寄付をすれば有効に活用してもらえるのか
がわからないとき，それらの情報を提供する民間団体やネット企業の活動が
重要となる。募金ネットやクリック募金を主催したり，ボランティアのニー
ズ情報を提供したりすることによって個人とNPOをつなぐ活動をするNPO
や企業によって，民私連携は一層高度化するだろう。また，高齢化が進めば，
知識と技能と経験をもつ退職者が大量な良質なボランティア予備軍を形成す
ると予想される。もちろん企業の労働者としての個人が，企業が推進する社
会貢献事業に参加することよって，民私連携を実現するといった場合も忘れ
てはならない。
以上のように，官産民私の連携と相互浸透の新たな展開を見ることができ
るが，さらなる可能性について補足しておこう。たとえば官産連携において
民領域が媒介する可能性や，産民の連携に官が媒介となったり，官民の連携
に産が媒介となったりする可能性がある。さらに官民や産民の連携を促進さ
せる媒介として民が作動する可能性もまた生成されつつあると推測される。
また，それら諸領域内部の連携と相互浸透のあり方も革新されつつある。こ
の諸領域内部の連携と相互浸透のあり方の革新についていま少し検討を進め
ておこう。
まず官の領域についてであるが，行政諸官庁の縦割りシステムの弊害を打
破するための新たな連携が模索されている２１）。それはまた行政官僚制と立法す
２０）寄付やボランティアといった市民活動と民や産との連携の実際については，ホーム
レスの人々が販売する雑誌『ビッグイシュー』の８６号（２００８年１月１日）から１０９
号（２００８年１２月１５日号）までに連載された「チャリティ文化の創造（チャリティ・
プラットフォーム理事長佐藤大吾によるNPO主宰者や企業の担当者へのインタビ
ュー）」が貴重な情報を提供してくれる。なお，それ自体すぐれた市民活動である
ビッグイシューについてはビッグイシュー日本代表の佐野章二『ビッグイシューの
挑戦』講談社，２０１０年を参照されたい。
２１）行政官僚制の統轄問題については石丸博「官僚制」碓井ほか編『社会学の焦点を求
めて』アカデミア出版会，１９８６年。
２０ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
なわち政治家との新たな連携システムの形成を伴っている。縦割り行政，族
議員，業界利益といった古い社会システムは革新されなければならない。新
しい市民社会にふさわしい公共性の担い手として官がそのもてるパワーを最
大限に発揮しうるようにするめにこそ，官産民私の連携と相互浸透の新たな
展開が必要不可欠なのである。
もう一つ官の領域における連携として注目すべきは，自治体間の連携であ
る。たとえば東日本大震災への対応として，関西府県の広域連合が所属自治
体に応援すべき東北の自治体を割り当て，それぞれが阪神大震災での受援の
経験を活用しつつ，効果的な応援活動を展開することを試みている２２）。
官の領域におけるのと同様に，産においても民においても，企業間の連携
や民間団体の連携を見ることができる。企業間の連携はかつては財閥であり，
戦後は銀行を機軸にした企業集団であり，また系列であった。そういった連
携の高度近代における新システムとは何か。かつての連携の可能性はもはや
成立しえない。企業市民としての新たなありかたは，企業間ネットワークに
おいても新たな展開を可能にするであろう。利潤の極大化という使命から解
放され，相互に適正利潤を獲得しようという方向性である。民の領域の内部
においても，たとえばNPOを支援するNPOが成立し，さらには同種の諸団体
が連携することによって一層高度な問題解決可能性を達成するといった動向
を見ることができる。生活協同組合の全国的連携なども民の領域における高
度な連携方式の具体例を示していると言えるだろう２３）。
最後に私の領域における連携として，社会関係資本の増殖に触れておこう２４）。
信頼と互酬性に基礎づけられた市民間の相互支援システムの形成である。近
２２）２０１１年の東日本大震災への自治体連携の事例として，たとえば日経新聞のシリーズ
「関西の防災力」の「第１部自治体，強める連携」など。『日本経済新聞』２０１１年
６月７日。
２３）NPO支援センターや日本生活協同組合連合会などがある。
２４）社会関係資本についての最新の充実した研究書として稲葉陽二ほか編『ソーシャル・
キャピタルのフロンティア―その到達点と可能性』ミネルヴァ書房，２０１１年がある。
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隣社会における相互支援システムだけではない。遠隔地の市民相互支援シス
テムもまた，ニーズの発信とそれへの個人的対応ということを可能にするネ
ット整備によって実現される。関係の形成を基礎づける信頼性を，そういっ
たネットを整備し提供する民間団体が保証することも可能となろう。
こうして官は見せかけの公共性から内実ある公共性の担い手に，企業は保
有する諸資源の最大活用により企業市民として強力な市民活動の担い手に，
民間団体は寄付に依存するだけではない社会的企業という存在に，そして諸
個人としての市民は家族と地域住民としての本来の役割を遂行する市民にな
るというように，高度市民社会の形成のトレンドが一層明確な姿を現しつつ
あると期待される。ただし残されている問題がある。筆者自身が参加してい
る学という領域にかかわる諸問題である。それは研究・教育の機関として民
に所属しているのであるが，この学が官産私とどのような連携をもってきた
のか，もっているのか，そこにどのような問題が見られるのか，新たな連携
とは何か，といった多くの問いが残されている２５）。学は官の諮問機関として機
能し，官の正当性調達の手段として活用されてきた。しかし，東日本大震災
に起因する原発事故の原因を検討するなら，そこに官学の癒着の構造，さら
に産をも巻き込んだ相互互恵的な一種の連携を見ることになる。電源喪失の
危険性を警告してきた研究者が存在したのにもかかわらず，癒着の構造に巻
き込まれていた研究者は警告を伝達したり，対応策を実現する方向で動いた
のではなく，種々の理由によって対応をしないという方向で動いてしまい，
まったく機能的に作動できず，批判的合理性を実現できなかったのである。
学が官に貢献することが可能なのは，まさにそのような批判的合理性を発揮
することにほかならない。学が産に貢献するのは産のもたらす公害を正当化
２５）大学も地域連携や被災地支援などについて，市民社会の活動主体として期待される
役割が課せられていることを忘れてはならない。大学の地域連携については北川紀
男・上田修・宮本孝二・原田達「大学問題の社会学（１）」『桃山学院大学総合研究
所研究紀要』第３３巻第２号，２００７年。
２２ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
したり，ごまかしたりすることではなく，社会に貢献可能な新たな製品の開
発に道を開くことであろう。また，学は私民（市民）の領域に専門家として
正確な情報をわかりやすく伝える重大な責務を負っていることも忘れてはな
らない。
おわりに
本稿は，高度近代の社会システムの生成が，いわゆる官産民私の連携と相
互浸透として進行中であることを明示し，連携と相互浸透の諸形態を描き出
し，それが新しい市民社会として成立する可能性を提示することを目指した。
市民社会はたんなる民間領域ではない。官産民私すべてを包括している。い
わばすべての領域に市民性が備わってくるトレンドが見られるのである。そ
のようなトレンドを全体の変動過程に位置づけつつ，新たな動向を明示する
ために，社会学でいう厳密な意味での現代社会論，すなわち社会変動論とし
ての現代社会論の展開を総括しつつ，ポスト社会主義およびポスト福祉国家
のトレンドとしての民活・民営化の現象的意味を超えた本質的意義を究明し，
それが一層大規模で潜在的なトレンドの現れであることを指摘し，そのトレ
ンド線上にあらわれた民間領域の興隆が新しい社会システム形成の契機とな
ったことを明らかにし，さらに高度近代に対応した新しい社会システムとし
て官産民私の連携と相互浸透の具体像を描き出した。
現在では多くの論者が，非営利活動や公益団体について語っているが，本
稿のもう一つの特色は，そのように民間領域のみを過大視することなく，民
間領域の増殖も大きな民活・民営化のトレンドのひとこまとして位置づけ，
行政，産業界ないし企業，民間活動諸主体，諸個人が連携と相互浸透のなか
で新しい高度な市民社会が生成されつつあることを強調したところにある。
なかでも，行政が本来の公共性を実現できるようにすること，企業が企業市
民となること，諸個人が民間活動に一層動員されるようにすることが，新し
い社会システムの形成の鍵となることを示したのであった。その新しいトレ
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ンドこそ，現在の現代社会論の構築の中心トレンドとして位置づけられるべ
きであり，それは近代化の諸トレンドが帰結した多様な諸問題に取り組む諸
活動主体のパワーの向上，諸主体連携による一層のシステム的パワーの強化，
さらには諸主体の特性の相互浸透による諸主体および社会システムが発揮す
るパワーの拡充を意味しているのである。
２４ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
